
1 総務課 5 - 2 就職支援事業（新卒雇用対策事業） １３：４０～１４：００
浜田主査
（７２６）

2 情報推進課 8 - 7 広報紙発行事業 １４：００～１４：２０
棚田主査
（７７４）

3 市民部 市民課 12 - 8 ふれあい温泉事業(国保会計） １４：２０～１４：４０
川口主査
（６５７）

4 環境部 環境課 17 - 3 環境保全事業（各種環境測定、監視） １４：４０～１５：００
柳主査
（７６８）

5 20 - 1 一時保育事業 １５：００～１５：２０
佐々木主査
（６６７）

6 20 - 9 児童センター運営事業 １５：２０～１５：４０
池田主査
（８０２）

課名等
整理
番号

　　　資料１　　　　　　　　　　　　　　　　　ヒアリング一覧①（７月９日）

総務部

保健福祉部 児童家庭課

事務事業名
備考

（担当）
時　　　間

番
号

部局名



電話

（第 6 章）

（第 4 節）

（第　 1

①

②

③

①

②

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　 意　　図
（何をねらっている
のか｡対象をどのよう
な状態にしたいの
か）

節
施策

18
年
度
ま
で

19
年
度

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※団体補助
等の場合は
その補助金
による団体の
活動内容を
記載）

根拠法令等

１　計　画　（プラン）

なし

臨時職員としての新規高卒者等の雇用人数
　平成14年度　雇用人数　7人
　平成15年度　雇用人数　7人
　平成16年度　雇用人数　6人
　平成17年度　雇用人数　5人
　平成18年度　雇用人数　5人

平成19年6月

0

市内在住の就職が内定していない新規高校・短大・大学卒業者等

市職員の時間外勤務を縮減し、それを原資に新規高卒者等を雇用する。
新卒者に雇用の場を提供し、業務経験を積んでもらうことで、今後の就労促進に寄与す
る。

作成日

労働環境

内線662

課長職名事務区分

力強い産業活動が展開されるまち

部長職名■自治事務　　□法定受託事務　 伊与　信一

　事務事業開始年度

　〃 終了予定年度

野呂　一司

整理番号 5-2 作成部署 総務部総務課
就職支援事業

（新卒雇用対策事業）
事務事業名

　平成19年度事務事業評価調書（継続用）　　　　 北広島市

雇用の促進

上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

臨時職員としての新規高卒者等の雇用人数
　　　　　　　　　　　　　　　　2人

施策）

章

別紙１

Ｈ14

直接事業費

5,6695,663 3,049

3,049

地方債

一般財源

国支出金

9,000 9,000

17年度（決算）

0.01 0.01

5,663 5,669 0

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

80
（4人／5人）

60
（3人／5人）

雇用人数 人 05 5 2

0.00

9,000

0

3,139

0.01

9,000

0

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　標　名
17年度

指　　　　　標　　　　　値

18年度単位 20年度（目標）19年度（目標）

　総　事　業　費 ①＋④ 5,753 5,759

区　　　　分

人 　件 　費
（概算）

道支出金

①合　計

②人　数（年間）

19年度（予算） 20年度（予定）18年度（決算）

（単位：千円）【事業費の推移】

２　実　施　（ドゥ）

③１人当り年間平均人件費

④＝②×③ 9090 90

その他特財

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

【指標の定義（算式等）】

就職者数／雇用者数

【指標の定義（算式等）】

100
（2人／2人）

就職率

％

4



■

□

□

□

□拡大重点化
□現状継続
□見直し
□統合
□休・廃止
□終了

□終了

□拡大重点化

□統合

今後の方向性

行財政構造改革推進
本部の総合判定

　道内の雇用状況は好転傾向にあり、本事業への応
募も少なくなっていることなどから、一定の役割は終え
たものと判断でき、事業を廃止すべきと考える。

【１次評価】

□拡大重点化
□現状継続
□見直し

事務事業担当部局の
総合判定

　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

今後の方向性

【外部評価】

【２次評価】

外部評価委
員会の総合

判定

□休・廃止
□終了

□統合
■休・廃止

　道内の高校新卒者の求人・求職・就職内定状況はか
なり好転しており、本事業への応募も近年減少傾向に
ある。
　上位施策の「雇用の促進」への貢献度は低くなってお
り、本事業の必要性も低くなっている。

　応募者の減少や事業の縮小により、本事業による効
果は限定的である。

民間活力の
活用性評価
（事業担当部
局が評価）

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

　投入した予算や人員に見合った効果は得られてい
る。

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
ないか。

評点区分

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

[※参考]

前年度の
２次評価

　判　　　　定

見直し

今後の方向性

今後の方向性（課題と解決方法等）

　道内経済の厳しい状況のなか、新規高卒者等の就労を支援し、地域の雇用確保に寄与す
る必要性から事業が出発したが、道内の雇用情勢に回復の兆しがみられることから、事業開
始時の新規求人倍率と現在の状況、市採用試験への応募状況などから判断し、事業の見直
しを行うこと。

□現状継続
□見直し

2

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか（同じ経費でもっと効率
的な方法はないか）

妥
当
性

3

2

有
効
性

効
率
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥
当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公
益性の度合）

３　評　価　（チェック）

公
平
性

整理番号 5-2

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

　　　□有　　　　　■無法律で実施が義務付けられている事務事業か

‐

選択理由、説明等
評
点

チェック項目

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達
成度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段
有効度合）

5



電話

（第 3 章）

（第 5 節）

（第　 3

①

②

③

①

②

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　 意　　図
（何をねらっている
のか｡対象をどのよう
な状態にしたいの
か）

節
施策

18
年
度
ま
で

19
年
度

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※団体補助
等の場合は
その補助金
による団体の
活動内容を
記載）

根拠法令等

１　計　画　（プラン）

北広島市広報紙発行規則

①新たな施策や予算概要などを伝える「特集」の編集。　②生活関連情報のほか、行事
案内などの情報を伝える「お知らせ」の編集。　③まちの話題や市のさまざまな側面を伝
える「みんなの広場」などの編集。　④市民参加や協働を進めるため、できる限り市民な
どが登場する紙面づくりを進めている。

平成19年6月

18,700

市民および市内の事業所・企業

①市の施策を分かりやすく伝える。 ②市・市教委などからの情報を市民に提供する。
③市内の出来事や活躍している人を紹介する。

作成日

開かれた市政

内線７７４

課長職名事務区分

いきいきとした交流と連携のまち

部長職名■自治事務　　□法定受託事務　 伊与　信一

　事務事業開始年度

　〃 終了予定年度

笠原　昇

整理番号 ８－７ 作成部署 総務部情報推進課広報紙発行事業事務事業名

　平成19年度事務事業評価調書（継続用）　　　　北広島市

情報の共有

上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

同上

施策）

章

別紙１

Ｓ９

直接事業費

18,86818,993 18,700

18,700

地方債

一般財源

国支出金

9,000 9,000

17年度（決算）

2.49 2.52

18,993 18,868 18,700

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

年間発行部数

年間総ページ数 316316

部

ページ

559,100545,700 549,600 559,100

304 320

2.52

9,000

22,680

41,380

2.52

9,000

41,380

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　標　名
17年度

指　　　　　標　　　　　値

18年度単位 20年度（目標）19年度（目標）

　総　事　業　費 ①＋④ 41,403 41,548

区　　　　分

人 　件 　費
（概算）

道支出金

①合　計

②人　数（年間）

19年度（予算） 20年度（予定）18年度（決算）

（単位：千円）【事業費の推移】

２　実　施　（ドゥ）

③１人当り年間平均人件費

④＝②×③ 22,68022,410 22,680

その他特財

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

【指標の定義（算式等）】

代替指標

【指標の定義（算式等）】

4



□

■

□

□

□拡大重点化
□現状継続
□見直し
□統合
□休・廃止
□終了

□終了

□拡大重点化

□統合

今後の方向性

行財政構造改革推進
本部の総合判定

広報紙作成発行業務を民間委託または市民協働型に
より実施する方法を検討する。

【１次評価】

□拡大重点化
□現状継続
■見直し

事務事業担当部局の
総合判定

　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

今後の方向性

【外部評価】

【２次評価】

外部評価委
員会の総合

判定

□休・廃止
□終了

□統合
□休・廃止

市民が情報を得る手段としては１番に挙げられるもの
であり、広報紙発行は妥当と考える。

市民の生活に密着した情報を、できるだけ分かりやす
く、市民の視点で捉えるよう作業を進めている。概ね広
報紙発行の目的は果たされていると考える。

民間活力の
活用性評価
（事業担当部
局が評価）

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

ＤＴＰ編集（パソコンを使っての制作）により、業務は効
率的と考えられるが、取材や情報収集など、市民との
協働などの検討が必要である。

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
ないか。

評点区分

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

[※参考]

前年度の
２次評価

　判　　　　定

見直し

今後の方向性

今後の方向性（課題と解決方法等）

　広報紙作成発行業務を民間委託または市民協働型により実施する方法を検討する。
　市政への参加及び参画を促進し、市政に対する理解が深まることに寄与しているか、定期
的に確認し、事業を進めること。

□現状継続
□見直し

4

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか（同じ経費でもっと効率
的な方法はないか）

妥
当
性

3

4

有
効
性

効
率
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥
当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公
益性の度合）

３　評　価　（チェック）

公
平
性

整理番号 ８－７

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

　　　□有　　　　　■無法律で実施が義務付けられている事務事業か

－

選択理由、説明等
評
点

チェック項目

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達
成度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段
有効度合）

5



電話

（第 1 章）

（第 5 節）

（第　 2

①

②

③

①

②

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　 意　　図
（何をねらっている
のか｡対象をどのよう
な状態にしたいの
か）

節
施策

18
年
度
ま
で

19
年
度

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※団体補助
等の場合は
その補助金
による団体の
活動内容を
記載）

根拠法令等

１　計　画　（プラン）

国民健康保険法第８２条（昭和３３年１２月２７日法律第１９２号）
（平成６年改正：保健事業は、保険者の努力義務として位置づけられる。）

①市内の温泉で老人クラブ単位を基本に事業実施
(内容:保健師による健康相談、血圧測定、クイズやゲーム等を実施)
②65歳以上の市民に温泉入浴(600円)を1回100円の自己負担で利用できる　入浴券10
回分を温泉で配付

平成19年6月

65歳以上の市民

病気・介護などの予防を図る
健康に関する知識を深める
外出の機会を増やす

13,085

作成日

高齢者福祉

内線658

課長職名事務区分

安全で安心できるまち

部長職名■自治事務　　□法定受託事務　 三熊秀範

　事務事業開始年度

　〃 終了予定年度

広吉正則

整理番号 12-8 作成部署 市民部
ふれあい温泉事業(国保会

計)
事務事業名

　平成19年度事務事業評価調書（継続用）　　　　 北広島市

自立と社会参加の促進

上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

同上

施策）

章

別紙１

平成5年度

14,782
直接事業費

13,085

地方債

一般財源

11,956

国支出金

9,000 9,000

17年度（決算）

0.60 0.60

11,956 13,019 14,782

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

ふれあい温泉事業参加人数

入浴助成人数（延べ） 23,84622,000

人

人

714561 583 660

20,760 22,072

0.60

9,000

5,400

18,485

0.60

9,000

20,182

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　標　名
17年度

指　　　　　標　　　　　値

18年度単位 20年度（目標）19年度（目標）

　総　事　業　費 ①＋④ 17,356 18,419

区　　　　分

人 　件 　費
（概算）

道支出金

①合　計

②人　数（年間）

19年度（予算） 20年度（予定）18年度（決算）

（単位：千円）【事業費の推移】

２　実　施　（ドゥ）

③１人当り年間平均人件費

④＝②×③ 5,4005,400 5,400

その他特財 13,019

5.39

13,24812,243

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

【指標の定義（算式等）】

事業参加人数÷65歳以上人口

【指標の定義（算式等）】

1人当たり入浴助成利用回数

入浴助成人数÷65歳以上人口

％

11,36965歳以上人口

ふれあい温泉事業参加率

10,788人

5.125.20 5.39

回 1.92 1.94 1.80 1.80

4



□

■

□

□

□拡大重点化
□現状継続
□見直し
□統合
□休・廃止
□終了

□終了

□拡大重点化

□統合

今後の方向性

行財政構造改革推進
本部の総合判定

本事業は高齢者の健康増進を主たる目的として実施
しているが、健康増進や疾病予防の効果が期待できる
プログラムの組み合わせが望ましい。平成20年度から
はじまる特定健診、特定保険指導の実施にあわせ検
討していきたい。

【１次評価】

□拡大重点化
□現状継続
■見直し

事務事業担当部局の
総合判定

　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

今後の方向性

【外部評価】

【２次評価】

外部評価委
員会の総合

判定

□休・廃止
□終了

□統合
□休・廃止

高齢者の健康増進に対する関心は非常に高いことか
ら、市民の要求には合致している。

老人クラブ単位の事業は参加者の満足度も高く、介護
予防や健康に対する知識普及の効果があると思われ
るが、健康増進につながる効率的なプログラムの検討
が必要。

民間活力の
活用性評価
（事業担当部
局が評価）

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

同上

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
ないか。

平成20年度からはじまる特定健診事業の実施計画と
あわせて検討する。

評点区分

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

[※参考]

前年度の
２次評価

　判　　　　定

見直し

今後の方向性

今後の方向性（課題と解決方法等）

国民健康保険会計の改善に向けて、本事業のほかにさらに健康づくりや疾病予防の効果が
期待できる事業について検討していく。

□現状継続
□見直し

2

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか（同じ経費でもっと効率
的な方法はないか）

妥
当
性

2

4

有
効
性

効
率
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥
当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公
益性の度合）

３　評　価　（チェック）

公
平
性

整理番号 12-8

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

　　　□有　　　　　■無法律で実施が義務付けられている事務事業か

3

選択理由、説明等
評
点

チェック項目

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達
成度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段
有効度合）

5



電話

（第 2 章）

（第 3 節）

（第　 1

①

②

③

①

②

1環境監視員配置数

測定に基づく指導件数

1人

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

【指標の定義（算式等）】

代替指標

【指標の定義（算式等）】

11

③１人当り年間平均人件費

④＝②×③ 2,2502,250 2,250

その他特財

19年度（予算） 20年度（予定）18年度（決算）

（単位：千円）【事業費の推移】

２　実　施　（ドゥ）

　総　事　業　費 ①＋④ 9,513 7,956

区　　　　分

人 　件 　費
（概算）

道支出金

①合　計

②人　数（年間）

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　標　名
17年度

指　　　　　標　　　　　値

18年度単位 20年度（目標）19年度（目標）

6

697 701

0.25

9,000

2,250

8,150

0.25

9,000

8,150

環境測定委託件数

環境測定データ 688696

件

件

66 6

5,900

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

1 -

9,000 9,000

17年度（決算）

0.25 0.25

7,263 5,706

直接事業費

5,7067,263 5,900

5,900

地方債

一般財源

国支出金

　平成19年度事務事業評価調書（継続用）　　　　北広島市

環境保全対策の推進、公害の防止

上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

同上

施策）

章

別紙１

S５０年代

整理番号 17-3 作成部署 環境部環境課
環境保全事業（各種環境測

定、監視）
事務事業名 内線768

課長職名事務区分

環境と共生する快適なまち

部長職名■自治事務　　□法定受託事務　 石井　潤一郎

　事務事業開始年度

　〃 終了予定年度

中村　博司

・各種環境測定の実施（大気・水質・騒音・悪臭・農薬）
・環境監視員の配置（ゴルフ場の農薬使用等の指導及び現地調査等）
・環境汚染の調査、公害発生源の監視及び指導
・アスベスト気中濃度測定

平成19年6月

5,900

北広島の環境

事業者等に対して公害関係法令の遵守及び各種環境測定やゴルフ場での農薬等の使
用状況等を監視して、公害の未然防止と生活環境の保全を図る。

作成日

環境保全

根拠法令等

１　計　画　（プラン）

大気汚染防止法、騒音規制法、悪臭防止法、北海道公害防止条例、北広島市環境基
本条例、北広島市ゴルフ場農薬等安全使用指導要綱、北広島市環境監視員設置規定

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　 意　　図
（何をねらっている
のか｡対象をどのよう
な状態にしたいの
か）

節
施策

18
年
度
ま
で

19
年
度

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※団体補助
等の場合は
その補助金
による団体の
活動内容を
記載）

4



■

□

□

□

□拡大重点化
□現状継続
□見直し
□統合
□休・廃止
□終了

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

　　　■有　　　　　□無法律で実施が義務付けられている事務事業か

-

選択理由、説明等
評
点

チェック項目

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達
成度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段
有効度合）

３　評　価　（チェック）

公
平
性

整理番号 17-3

3

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか（同じ経費でもっと効率
的な方法はないか）

妥
当
性

3

4

有
効
性

効
率
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥
当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公
益性の度合）

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

[※参考]

前年度の
２次評価

　判　　　　定

現状継続

今後の方向性

今後の方向性（課題と解決方法等）

１次評価（今後も継続して、環境測定・監視を実施するとともに、測定結果などをホームペー
ジ等に掲載し、積極的に公表する）のとおり、環境測定により安全で快適な生活環境維持を
継続する。

□現状継続
□見直し

公害の未然防止と健康で安全かつ快適な生活環境の
達成を図るため、環境測定や監視は行政が積極的に
関与することは必要である。

測定結果をもとに事業者に対して指導・勧告を行うとと
もに監視活動による未然防止等が図られている。

民間活力の
活用性評価
（事業担当部
局が評価）

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

測定項目や調査地点を厳選して実施している各種測
定は概ね効率的と考えるが、悪臭苦情については、工
場が起因するものより家畜排泄物によるものが多いこ
とから、農政サイドとも連携して必要な指導及び助言を
行うとともに立入検査も実施する。

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
ないか。

評点区分 　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

今後の方向性

【外部評価】

【２次評価】

外部評価委
員会の総合

判定

□休・廃止
□終了

□統合
□休・廃止

【１次評価】

□拡大重点化
■現状継続
□見直し

事務事業担当部局の
総合判定

□終了

□拡大重点化

□統合

今後の方向性

行財政構造改革推進
本部の総合判定

市内の環境の状況を把握するため各種測定、監視を
継続して実施するとともに、測定結果をホームページ
に掲載して市民へ公表する。

5



電話

（第 1 章）
（第 3 節）
（第　 1

・同上　　（継続実施）  

6,205

217 300 300

37 46 46

別紙１ 　平成19年度事務事業評価調書（継続用）　　　　 北広島市

整理番号 20-1 事務事業名 一時保育事業 作成部署保健福祉部児童家庭課 内線８０１
事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務　 部長職名 高田信夫 課長職名 八町史郎 作成日 平成１9年6月
　事務事業開始年度 Ｈ１５

根拠法令等 北広島市一時保育事業実施要綱
　〃 終了予定年度

１　計　画　（プラン）
上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

章 安全で安心できるまち

節 児童福祉

施策 子育て支援の充実 施策）

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

児童福祉法第２４条の規定による一般的な保育の実施の対象とならない児童のう
ち、一時保育を必要とする１歳６ヵ月から就学前児童及び保護者

　　 意　　図
（何をねらっている
のか｡対象をどのよう
な状態にしたいの
か）

パートタイム就労や短時間勤務など勤務形態の多様化や核家族化の進行により、家
族や社会が変化するなかで、保護者の急病・看病等や専業主婦家庭の育児疲れ解
消など、一時的な保育の需要に対応することにより地域の子育て支援の充実を図
る。

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※団体補助
等の場合は
その補助金
による団体の
活動内容を
記載）

18
年
度
ま
で

平成１５年６月から市立すみれ保育園で実施～１日６名定員　　午前９時～午後５時まで
３歳未満児日額２，０００円．３歳以上児１，２００円．別途給食代300円（生保・母子・身障非課
税世帯減免制度あり）
①非定期型保育サービス事業（保護者の短時間・不定期勤務に対応する保育）～月１２日以
内
②緊急保育サービス事業（保護者の傷病・入院等に対応する保育）～月１２日以内
③私的理由保育サービス事業（専業主婦家庭の育児疲労ストレス解消に対応する保育）～月
２日以内

19
年
度

２　実　施　（ドゥ）
【事業費の推移】 （単位：千円）

区　　　　分 17年度（決算） 18年度（決算） 19年度（予算） 20年度（予定）

直接事業費

国支出金
道支出金 864 864 864 864
地方債

1,300
一般財源 768 1,189 824 1,000
その他特財 1,567 1,025 1,277

①合　計 3,199 3,078 2,965 3,164

人 　件 　費
（概算）

②人　数（年間） 0.20 0.20 0.20 0.20
③１人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000
④＝②×③ 1,800 1,800 1,800 1,800

18年度 19年度（目標） 20年度（目標）

　総　事　業　費 ①＋④ 4,999 4,878 4,765

〃 392

年間延べ利用件数  (件）

4,964

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　標　名
指　　　　　標　　　　　値

単位 17年度

640 800 800件 911

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

332 400 400

91 100 100

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

件 396

123
51

〃
％

円 5,487 7,621 5,956利用1件当りの経費
(総事業費／年間延べ利用件数）

定員充足率

年間利用件数

開園日＊定員6名

利用内訳  （件）
非定型
緊   急
私   的



□
■
□
□

□拡大重点化
□現状継続
□見直し
□統合
□休・廃止
□終了

整理番号 20-1

３　評　価　（チェック）

チェック項目
評
点

選択理由、説明等

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的
妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・
公益性の度合）

3
実施園が1ケ所のため市全体のニ－ズに対応しき
れていない現状がある。

有
効
性

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達
成度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手
段有効度合）

3
毎年の利用者人数にバラツキがあるものの、年延
べ利用人数800件前後の利用がある。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか（同じ経費でもっと効率
的な方法はないか）

3 ほぼ毎日利用があり利用者ニ－ズに対応している。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏って
いないか。

3 他市町村と比較して妥当な負担額と判断できる。

評点区分 　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当な

法律で実施が義務付けられている事務事業か 　　　□有　　　　　■ 無

民間活力の
活用性評価
（事業担当部
局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。
民間等での実施または市民等との協働が可能である。
民間等で実施または協働して取り組むべきである。
現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

【外部評価】 【１次評価】 今後の方向性（課題と解決方法等）

外部評価委
員会の総合

判定

事務事業担当部局の
総合判定

利用者ニ－ズを的確につかみ引き続き事業を実施
する。

□拡大重点化
■現状継続
□見直し

今後の方向性 □統合
□休・廃止
□終了

【２次評価】 今後の方向性

行財政構造改革推進
本部の総合判定

□拡大重点化
□現状継続
□見直し
□統合
□休・廃止

前年度の
２次評価

現状継続 利用者の増加に対応すべく、受け入れ態勢の強化を図る。

□終了

[※参考] 　判　　　　定 今後の方向性



電話

（第 1 章）

（第 3 節）

（第　 3

①

①-1

①-2

①

②

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　 意　　図
（何をねらっている
のか｡対象をどのよう
な状態にしたいの
か）

節
施策

18
年
度
ま
で

19
年
度

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※団体補助
等の場合は
その補助金
による団体の
活動内容を
記載）

根拠法令等

１　計　画　（プラン）

・北広島市児童センター条例・「児童館の設置運営要綱」（事務次官通知）

〈輪厚児童センターの運営〉
・非常勤職員（児童厚生員）３名、臨時職員２名の体制で運営。
・開所：週６日（火曜日休館）午前９時３０分～午後５時３０分
・センター祭り、異年齢交流、のびのびランド等の行事の実施。
〈大曲児童センターの運営委託〉
・公募型指名競争入札によって、平成１８年２月から平成２０年度までの期間で学校法人坂本学園
に事業委託し、専任の児童厚生員３名と曜日や企画に対応して臨時指導員を配置して運営。
・開所、行事については月曜日休館を除き輪厚児童センターと同様である。

平成19年6月

15,927

主に満１８歳までの児童

児童に健全な遊び場を提供し、その健康を増進するとともに、豊かな情操の育成を図
る。

43

作成日

児童福祉

内線802

課長職名事務区分

安全で安心できるまち

部長職名■自治事務　　□法定受託事務　 高田　信夫

　事務事業開始年度

　〃 終了予定年度

八町  史郎

整理番号 20-9 作成部署 児童家庭課児童センター運営事業事務事業名

　平成19年度事務事業評価調書（継続用）　　　　 北広島市

児童の健全育成

上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

〈輪厚児童センターの運営〉
　同上
〈大曲児童センターの運営委託〉
　同上

施策）

章

別紙１

H１５

43
直接事業費

15,6269,508 15,927

15,970

地方債

一般財源

18

国支出金

9,000 9,000

17年度（決算）

0.30 0.50

9,526 15,636 15,970

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

0.6 178.1

年間利用者数

内訳：輪厚児童センター 8,7458,700

人

人

24,5328,713 24,230 24,455

8,713 8,506

0.50

9,000

4,500

20,470

0.50

9,000

20,470

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　標　名
17年度

指　　　　　標　　　　　値

18年度単位 20年度（目標）19年度（目標）

　総　事　業　費 ①＋④ 12,226 20,136

区　　　　分

人 　件 　費
（概算）

道支出金

①合　計

②人　数（年間）

19年度（予算） 20年度（予定）18年度（決算）

（単位：千円）【事業費の推移】

２　実　施　（ドゥ）

③１人当り年間平均人件費

④＝②×③ 4,5002,700 4,500

その他特財 10

15,787

0.3

15,755

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

【指標の定義（算式等）】

（当該年度年間利用者数－前年度年
間利用者数）/前年度年間利用者数

【指標の定義（算式等）】

0.9

15,724内訳：大曲児童センター

前年比年間利用者増加率

－

％

人

4



□

■

□

□

□拡大重点化
□現状継続
□見直し
□統合
□休・廃止
□終了

□終了

□拡大重点化

□統合

今後の方向性

行財政構造改革推進
本部の総合判定

　児童センターは、児童が安心して遊べる場として、ま
た児童のみならず子育てに関わる団体や地域の住民
にも幅広く利用されている。開催行事の見直し等に
よって、より多くの児童の利用を促進し、子どもの居場
所、遊び場として定着しつつある。今後はさらに午前中
（平日学校のある日）の活用促進等による利用増の底
上げを進め、地域における子育て支援の中心的役割
を果たすとともに、直営・委託双方の検証と地域性を考
慮し事業を進めていく。

【１次評価】

□拡大重点化
□現状継続
■見直し

事務事業担当部局の
総合判定

　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

今後の方向性

【外部評価】

【２次評価】

外部評価委
員会の総合

判定

□休・廃止
□終了

□統合
□休・廃止

　児童センターは、児童に健全な遊びを与え健康を増
進し、情操を豊かにするとともに、育児サークル等の育
成助長を図る等児童の健全育成や地域の子育て支援
の拠点として、行政の関与は不可欠である。

　１８年度は２館目の大曲児童センターがオープンし、
全体利用者は大幅に増加したが、輪厚児童センター
はクマ出没等の影響で前年より利用者が若干減少し
た。

民間活力の
活用性評価
（事業担当部
局が評価）

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

概ね効率的と考えられるが、直営と委託の形態である
ため双方の検証を進める。

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
ないか。

児童の健全育成を目的とした自由来館施設であり、無
料は適切である。

評点区分

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

[※参考]

前年度の
２次評価

　判　　　　定

見直し

今後の方向性

今後の方向性（課題と解決方法等）

　直営・委託双方の検証をしつつ、輪厚児童センターについても委託や指定管理者制度の導
入を検討すること。

□現状継続
□見直し

3

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか（同じ経費でもっと効率
的な方法はないか）

妥
当
性

3

4

有
効
性

効
率
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥
当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公
益性の度合）

３　評　価　（チェック）

公
平
性

整理番号 20-9

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

　　　□有　　　　　■無法律で実施が義務付けられている事務事業か

4

選択理由、説明等
評
点

チェック項目

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達
成度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段
有効度合）
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